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――適用問題への一視座――

藤 澤 巌

終章 友好関係原則宣言における不干渉原則

本当にそうだ
あたし達は
何かをかくすために
お喋りをしてた
ずっと
何かを言わないで
すますために
えんえんと放課後
お喋りをしていたのだ
岡崎京子『リバーズ・エッジ』

終章たる本章では、２０世紀後半、とくに冷戦期における国家実行の展
開の代表例として、友好関係原則宣言の起草過程を検討したい。具体的
には、第６委員会と友好関係委員会での友好関係原則宣言の起草におけ
る議論および、１９６５年の第２０回国連総会における不干渉宣言の起草過程
を分析したい（１）。

この二つの宣言の起草過程をまとめて検討するのは、これらが、友好
関係原則宣言の不干渉原則に至る一連の過程と捉えることができるから
である。友好関係委員会において不干渉原則の議論が始まったのは１９６４
年であるが、１９６５年に第１委員会において不干渉原則の宣言が提案さ
れ、これが不干渉宣言として総会によって決議されると、１９６６年以降の
友好関係委員会での議論は、この不干渉宣言の文面を基礎に、それに対
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する必要な修正を加えるという形で進められた（２）。したがって、この二
つの起草過程は、もちろん形式的には別個の過程であるが、実質的には
密接に関連しており、一連の起草過程とみることができるのである（３）。

そこで本章では、この両宣言の起草過程における議論を論点ごとに分

⑴ 友好関係原則宣言については、Gaetano Arangio-Ruiz,“The Normative
Role of the General Assembly of the United Nations and the Declaration
of Principles of Friendly Relations, with an Appendix on the Concept of
International Law and the Theory of International Organisation,”RdC,
tome １３７（１９７２―III）, pp. ４９５―５０２; Bernt Graf zu Dohna, Die Grundprin-
zipien des Völkerrechts über die freundschaftlichen Beziehungen und die
Zusammenarbeit zwischen den Staaten, Berlin: Duncker & Humblot, １９７３;
Milan Sahovic ed., Principles of International Law concerning Friendly Re-
lations and Cooperation, Belgrade: The Institute of International Politics
and Economics, １９７２; R.M. Witten,“The Declaration on Friendly Rela-
tions,”Harvard International Law Journal, vo. １２（１９７１）, pp. ５０９―５１９; I.M.
Sinclair,“Principles of International Law concerning Friendly Relations
and Co-operation among States,”in M.K. Nawaz ed., Essays on Interna-
tional Law in Honour of Krishna Rao, Leyden: Sijthoff, １９７６, pp. １０７―１４０;
Piet- Hein Houben,“Principles of International Law concerning Friendly
Relations and Co-operation among States,”AJIL, vol. ６１（１９６７）, pp. ７０３―
７３６; Robert Rosenstock,“The Declaration of Principles of International
Law concerning Friendly Relations: A Survey, AJIL, vol. ６５（１９７１）, pp.
７１３―７３５；松田竹男「政治的経済的圧力の禁止と不干渉の原則」（一）（二）
『静岡大学法経研究』、２５巻１号、５３―７１頁、２６巻１号（１９７６年）、７１―１２７頁、
などを見よ。

⑵ 例えば、１９６７年の友好関係委員会の任務を規定した総会決議２１８１では、
「総会決議２１３１に既に表明された合意の範囲を拡大する目的で当該原則に
ついての諸提案を考慮する」ことが友好関係委員会に指示されている。Sin-
clair, supra n.１, pp.１２４―１３０.

⑶ なぜ１９６０年代に、国連という普遍的な場において不干渉原則を明文化す
る必要が感じられるようになったのかは、別途論じられるべき問題である。
宣言の背景については、松田竹男「不干渉原則の新展開―国連友好関係委
員会の議論を追って―」（一）（二）『名古屋大学法政論集』５９巻（１９７３年）、
４３―８１頁、６０巻（１９７３年）、１９７―２３７頁を見よ。
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析的に検討する（４）。

第１節 干渉に関する国際法規則
第１項 米州国家実行の継受としての友好関係原則宣言

個別の論点の検討の前に、まず、友好関係原則宣言の不干渉原則規定
およびその基礎となった不干渉宣言に関する議論の基本的な枠組みにつ
いて確認しておく。これら規定の主要部分である、第一段落全体と、第
二段落の第一文は、OAS憲章の第１５条、１６条を、ほぼそのまま受容し
たものである（５）。不干渉原則の規定について、アルゼンチン代表は、
「米州諸国の国際法に起源を有する原則が今日、世界全体の法規則とし
て承認された」（６）と述べ、米国代表も、「西半球で現代に発達した諸概念
が、世界全体の法と政治的意欲の発達に重要な役割を果たすようになっ
たことを、誇る理由がある」（７）と評価している。

したがって、友好関係原則宣言をめぐる諸国の議論の帰結は、基本的
に、２０世紀前半の米州における国家実行を継受するものであったと考え
ることができる。

既に検討したように、米州においては、第一に、規律対象行為は他国
の意思の強制であり、具体的な事例として念頭に置かれていたのは、外
交保護権の実現のための武力による圧力であったが、その手段は武力に
限られないとされていた。第二に、米軍の中米諸国への派遣の実行を念
頭に置いて、内乱への軍隊派遣という意味の１９世紀以来の伝統的干渉概

⑷ したがって、議論の展開を実際の時間軸に従って検討することはしない。
時間軸に沿った両起草過程の展開については、松田、同論文を見よ。

⑸ 非西側諸国の提案や不干渉宣言における対内・対外事項という表現が、
OAS憲章をはじめとするアメリカ大陸における不干渉原則の法典化に由来
することは、委員会においても指摘されている。United Nations Docu-
ments（hereinafter omitted）, A／AC.１１９／SR.２５, p. ６（チェコ）; A／AC.１１９／
SR.２５, p.８（ユーゴ）. 不干渉宣言に関して、A／AC.１２５／SR.１０, p.１０（シリア）;
A／AC.１２５／SR.１６, p.１３（グアテマラ）.

⑹ United Nations General Assembly Official Records（hereinafter omit-
ted）, A／８０１８, para.１０７.

⑺ Ibid., para.２６３.
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念も、「強制」概念に包摂されていた。第三に、当該強制の禁止の範囲
については、たとえ国際法および権利実現のためや、内乱における自国
民保護のためであっても干渉は許されないという意味での絶対不干渉義
務が確立し、それは、「対内・対外事項」という概念に具体化されていた。

友好関係原則宣言の起草過程における議論は、このような米州の国家
実行に依拠しそれを継続発展させようとする第三世界や東側の主張に対
して、主に西側諸国がその修正ないし補正を試みるという基本的な構図
において展開した。前章で検討したように、米州で確立した不干渉原則
の定式はその諸概念が不確定であり、不特定多数の事例に画一的に適用
できるという意味での抽象性を欠くことが指摘されていた。西側は、こ
れらの不確定概念が、各国によって恣意的に解釈適用される可能性を懸
念した。英国代表の発言によれば、「……不干渉原則は、禁止される諸
行為の網羅的または非網羅的な単なるリストとして表現されることはで
きない。委員会は実在のディレンマに直面している。もし諸禁止が広く
かつ曖昧な言葉で言明されるなら、そのときには許容される諸活動が違
法化され、国際協力の過程が台無しになる。もし諸禁止があまりに狭く
記述されるなら、諸国は干渉の認められた諸害悪に対して十分に保護さ
れないかもしれない」のであり、不干渉宣言の「文面は明確さを欠く」
のである（８）。

そこで以下では、どのような点について、西側諸国は米州の定式の修
正を試みたのか、検討しよう。

第２項 強制
⑴ 国家意思の強制

友好関係原則宣言の起草過程においては、不干渉原則の規律対象行為
が他国の国家意思への強制であることについては、西側も含めほとんど
の国が合意していた（９）。

その際、いくつかの国は、オッペンハイムの定義を想起させる表現を
用いている。例えば米国は、「歴史的に干渉という語は、国家からその

⑻ A／AC.１２５／SR.１０, pp.７―８.
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慣習上の裁量を奪う命令的性格の介入（interference of an imperative char-
acter）を指示した」（１０）とする。マリは、「当代表は、『干渉』を、自国の
意思を押し付けるかあるいは自己の見方や特定の諸利益を優位させるこ
とを目的とする、一国による他国の諸事項への介入（interference）とし
て定義する」（１１）と言い、ガーナは違法な干渉を「一国の対内諸事項や外
交政策への命令的な影響力の行使（dictatorial exercise of influence）」（１２）と
定義している。オーストラリア代表は、直接的に、「当代表の見解では、
憲章が採択された時点における国際慣習法が、いくつかの重要な例外に
服してはいたが、不干渉義務を含んでいたことは明白である。オッペン
ハイムは、本来の干渉は単純な介入ではなく、命令的介入であると捉え
た」（１３）と、述べている。

干渉を単なる影響力行使一般ではなく強制と定義することについて、
諸国に異論がなかったのは、そのような定義が米州の国家実行で一般化
していただけでなく、オッペンハイムに代表される学説でも早くから採
用されていたことの結果であると言えよう。

⑵ 政治的・経済的手段
干渉が強制と定義される場合に、強制は武力を手段とするものに限ら

れるのか、それとも、政治的・経済的手段を用いた圧力も含むのであろ

⑼ A／C.６／SR.８０４, para.２８（チリ）; A／C.６／SR.８２０, para. ２（キューバ）; A／C.１
／SR.１４０３, para. ２（アラブ連合）; A／C.１／SR.１４０６, para. ２４（ブルンジ）; A／C.
１／SR.１４０１, para.２（タンザニア）; A／C.１／SR.１４０１, para.３９（リベリア）; A／C.
１／SR.１４０２, para. ７（ポーランド）; A／C.６／SR.８７７, para. ９（スペイン）; A／C.６
／SR.８８１, para. ４（ネパール）; A／C.６／SR.８８３, para. １６（コロンビア）; A／C.６／
SR.８８５, para.１９（インド）; A／C.６／SR.８９１, para.２１（フィリピン）; A／AC.１１９
／SR.２８, p.１０（フランス）; A／AC.１２５／SR.１０, p. ８（イギリス）; A／AC.１２５／SR.
１４, p.１６（オーストラリア）; A／AC.１２５／SR.１６, p.６（オランダ）; A／AC.１１９／SR.
２８, p.４（アルゼンチン）. など。

⑽ A／C.６／SR.８２５, para１０.
⑾ A／C.６／SR.８８２, para.３１.
⑿ A／AC.１１９／SR.２９, p.６.
⒀ A／AC.１１９／SR.３２, pp.１１―１２.
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うか。米州の国家実行では、後者の立場が採用されていた。友好関係原
則宣言の起草過程においても、大部分の国は、強制の手段には、政治
的・経済的手段も含まれると理解していた。とくに、「いかなる国も、
他の国の主権的権利の行使を自国に従属させ、または、その国から何ら
かの利益を確保するために、経済的、政治的、その他のあらゆる種類の
他国を強制する措置をとりまたはとることを奨励してはならない」（１４）と
規定する１９６５年の国連総会不干渉宣言以降は、国連総会も、この不干渉
宣言を議論の前提とするよう友好関係委員会に命じていた（１５）。

これに対して、米国は当初、委員会に付託された任務は国連憲章に具
体化された諸法原則の検討であり、国家の干渉は憲章２条４項で間接的
に扱われているだけであるとして（１６）、「２条４項のもとで武力による威
嚇または行使を構成する干渉行為」のみが、憲章上禁止される干渉だと
主張した（１７）。米国は、委員会の任務を限定的に解釈することによって、
武力を用いた強制に干渉を限定しようとしたわけである。

しかし、米国を含む西側諸国も、その後は、政治的・経済的圧力も強
制になりうることを承認しており、例えば、西側諸国の事前の協議（１８）の
うえ、米国の原案をもとに（１９）英国が１９６７年会期に提出した決議案では、
「他国を強制する目的の干渉は、経済的、政治的またはその他の性格の
諸措置を含むか否かにかかわらず、国際法および憲章の違反である。他
国によるそのような諸措置の奨励も同様に違法である」（２０）と規定されて
いた。英国外務省のある文書では、不干渉宣言の規定は「もっとも普通

⒁ General Assembly Resolution２１３１（XX）.
⒂ General Assembly Resolution２１８１（XXI）,２３２７（XXII）,
⒃ A／AC.１１９／SR.２９, p.８.
⒄ A／AC.１１９／SR.２９, p.１５; A／AC.１１９／L.２６.
⒅ 参加国は、オーストアリア、カナダ、フランス、イタリア、日本、オラ

ンダ、英国、米国の八カ国である。Summary of discussion on Friendly
Relations held in London, ６―７ June, １９６７, FCO５８／１８３,［UP７／２１, Part A］,
The National Archives, Kew.

⒆ U.K. Mission to Foreign Office, ２１ July, １９６７, FCO５８／１８５,［UP７／２１, Part
C］, The National Archives, Kew.

⒇ A／AC.１２５／L.４４.
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の外交交流過程（the most normal process of diplomatic intercourse）」を
も違法と疑わせる危険がある点を批判しつつ、「我々は、経済的差別が
それ自体において違法だとは考えない。しかしながら、我々は、経済
的、政治的またはその他の諸措置の行使が一定の事情において干渉を構
成しうることに同意するだろう。そして、そのとき我々がそのような行
動を違法と捉えることを、英国決議草案において我々は完全に明確にし
た」（２１）と説明されている。

したがって、政治的、経済的圧力も干渉に含まれうる点についても、
西側を含む大多数の国は、米州以来の国家実行を踏襲していたと言うこ
とができるだろう。

⑶ 介入（interference）
起草過程では、ごく一部に、強制に至らない他国の影響力行使の一部

をも禁止しようとする見解が存在した。友好関係原則宣言の不干渉原則
の規定の第四段落は、「いずれの国も、他国によるいかなる介入も受け
ずに（without interference in any form）、その政治的、経済的、社会的
および文化的体制を選択する奪うことのできない権利を有する」と規定
し、「介入」という文言を用いている。この規定の基となった不干渉宣
言の第五段落についてスウェーデン代表は、「介入の理念は、干渉とい
うより広範な概念に含まれてはいるが、おそらくは、例えば武力干渉や
破壊活動よりもずっと深刻でない行動を包摂し、ウィーン外交関係条約
４１条によって禁止されている外交官による接受国の対内事項への介入の
ような行為を含むであろう。この用語はまた、接受国政府の暴力的転覆
に向けられた行為ほど重大でない行為を包摂する。介入の例として、ケ
ニア代表は、一国の個人の政治的イメージを構築するための外国の援助
で、必ずしも内乱の醸成のために計画されたわけではないものに言及し
た。政党への資金援助のような行為が政治体制への介入を構成すること
は確かであろう」（２２）、と主張したのである。

21 J.H. Lambert to Sir N. Cheetham,４November, １９６７, FCO５８／１７１,［UP７／
１７］, The National Archives, Kew.
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ここでは、オッペンハイム以来の「干渉」と「介入」の区別を前提と
した上で、干渉だけでなく、介入の一部も禁止されるとの見解が示され
ている。しかしこのような立場は例外的であって、圧倒的多数の国は強
制の禁止として不干渉原則を理解していたのであり、友好関係原則宣言
の段階において、介入までも原則として禁止されていたとは言えないだ
ろう。

第３項 禁止の範囲
友好関係原則宣言の本文における、「いかなる国または国の集団も、

直接または間接に、理由の如何を問わず、他の国の対内または対外の事
項に干渉する権利を有しない」という定式は、米州の不干渉原則の定式
をほぼそのまま受容したものである。

他方、この宣言の不干渉原則の表題は、「国連憲章に基づいて、いか
なる国の国内管轄事項内にある事項にも干渉しない義務に関する原則」
とされており、不干渉原則の保護の対象を国内管轄事項としている。こ
の表題は、第１７会期に国連総会が、不干渉原則を検討されるべき原則の
ひとつと決定した決議における表題（２３）をそのまま引き継いでいる。

しかし、起草過程においては、表題と本文の形式的な乖離の問題を越
えて、干渉の適法性判断基準が「国内管轄事項」（２４）なのか「対内・対外
事項」（２５）なのかについて、実質的な対立が存在した。以下、この点を検
討しよう。

22 A／AC.１２５／SR.７３, pp.１２―１３; A／AC／１２５／SR.１２, pp.９―１０.
23 United Nations General Assembly Resolution１８１５（XVII）.
24 A／AC.１１９／L.８（英案）; A／AC.１２５／L.１３（豪、加、仏、伊、英、米共同提案）.
25 A／AC.１１９／L.６（チェコ案）; A／AC.１１９／L.７（ユーゴ案）; A／AC.１１９／L.２４（メ

キシコ案）; A／AC.１１９／L.２７（ガーナ、インド、ユーゴ共同案）; A／AC.１２５／L.
１２（アルジェリア、インド、レバノン、アラブ連合、シリア、ユーゴ共同
案）; A／AC.１２５／L.１６（チェコ宣言草案）; A／AC.１２５／L.１７（チリ、アラブ連合、
共同決議草案）.
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⑴ 国内管轄事項
友好関係委員会の議論においては、不干渉原則の保護対象は国家の裁

量事項としての国内管轄事項であり（２６）、国内管轄事項であればそれが対
内事項か対外事項かは問わないという解釈を示す国が存在した。

例えばインドは、「不干渉原則は確立された国際法規範であり、諸国
の領土保全と政治的独立の尊重の原則の直接の帰結である。国際法が主
権的権利の行使に何らの制限を課していない限りにおいて、この行使は
主権国家の排他的管轄内にある。チュニス・モロッコの国籍法問題につ
いての勧告的意見において常設国際司法裁判所は、原則として国際法に
よって規律されていない事項についても、裁量を行使する国家の権利は
それにもかかわらず、その国が他国に負う義務によって制限されうると
認定した。また、通常は国家の国内管轄内にあると捉えられる一定の事
項も、その国際的反響に照らして、本質的に国内管轄事項でないことが
ありうると、オッペンハイムによっても指摘されている」と述べ、その
後で、「何人かの著作者は、干渉は国家の対外事項へ拡大することがで
き、対内事項への干渉と対外事項への干渉の有意義な区別はなされるこ
とができないという立場をとっている。この見解は総会の前会期におけ
る第６委員会の議論で支持された」（２７）とする。そして国内管轄事項への
不干渉を規定する西側案について、「（不干渉）宣言第１節における、国
家の対外事項への干渉への言及が、（西側）６カ国案の第１節によって
削除されている。提案者が、国家の国内管轄事項への干渉は対外事項へ
の干渉を含むことを疑いないほどに明らかにしない限り、これは大きな
退歩である」（２８）と主張している。

26 A／C.６／SR.８０７, para.２５（ブルガリア）; A／C.６／SR.８２５, para.１０（米国）; A／
C.６／SR.８７７, para.９（スペイン）; A／C.６／SR.８８１, para.３０（イタリア）; A／C.６／
SR.８８２, para. ２１（イラン）; A／C.６／SR.８８２, para. ３４（マリ）; A／C.６／SR.８９２,
para.３４（トルコ）; A／C.６／SR.１００１, para.１６（パキスタン）; A／AC.１１９／SR.２８,
pp. ８―９（フランス）; A／AC.１１９／SR.２９, pp. ５―６（ガーナ）; A／AC.１２５／SR.１２,
p.８（スウェーデン）; A／AC.１２５／SR.１６, p.６（オランダ）; A／AC.１１９／SR.３２, p.
１３（オーストラリア）.

27 A／AC.１１９／SR.２９, pp.１３―１４.
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また、対外事項への干渉の存在を強調し、承認についての圧力の禁止
を規定するチェコ案（２９）の検討を促すポーランド（３０）に対してイギリスは、
「しかしながら『対外事項』の語の使用について委員会内で問題が生じ
た。それゆえ提案者たちは、より一般的な定式である『国内管轄に属す
る事項』を好んだ。これは委員会の任務を定める決議１８１５においてこの
原則に与えられた表題に合致する。さらに、この表現は国際法によって
規律されていない問題を包摂するのでより理解しやすく、先日ポーラン
ド代表によって違法なものとして引用された種類の干渉もカテゴライズ
することを可能にする」（３１）と西側提案を説明した。

⑵ 対内・対外事項
しかし、上述の見解は、決して一般的なものではなかった。多くの国

は対内・対外事項は絶対不干渉を意味すると理解していた。そしてその
理解の下に対内・対外事項を保護対象として主張し、あるいは絶対不干
渉を否定するために国内管轄事項を保護対象として提案したのである。

委員会における議論では、西側の提案が「対外事項」に言及していな
いとする批判が、西側以外の国々から相次いだ（３２）。この批判は、国内管
轄事項を国家の領域内の統治に関する問題という意味での対内事項に同
一視し、さらに国家の他国との関係についての問題としての対外事項ま
で不干渉原則の保護を拡大することを要求するものである。そしてこの
ように実体的に理解された対内・対外事項を保護対象とすることは、国
際法違反への対抗のための強制をも禁止するという意味での絶対不干渉
を意味する（３３）。

28 A／AC.１２５／SR.１５, p.７.カッコ内筆者。
29 A／AC.１１９／L.６.
30 A／AC.１２５／SR.１２, p.１４.
31 A／AC.１２５／SR.１４, p.６.
32 A／AC.１２５／SR.１２, p.１４（ポーランド）; A／AC.１２５／SR.１５, p.４（ベネズエラ）;

A／AC.１２５／SR.１５, p. ９（レバノン）; A／AC.１２５／SR.１５, p. １３（ナイジェリア）;
／AC.１２５／SR.１６, p.１０（ダオミー）; A／AC.１２５／SR.１６, p.１３（グアテマラ）; A／
AC.１２５／SR.１６, p.１５（メキシコ）.
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典型はナイジェリアの主張である。ナイジェリアは、「例えば、不干
渉原則は、憲章２条７項の言葉を使えば本質的に国家の国内管轄に属す
る事項にしか適用されず、したがって対外事項には適用がないのか、あ
るいは米州機構憲章第１５、１６、１７条や国家の権利義務宣言草案第３条と
第９条がそうしているように、対内事項と対外事項の両方に適用される
べきなのか、という問題がある。ナイジェリア代表は、国家の対外事項
に対するある種の形態の干渉はその国の内部事項への直接または間接の
干渉になりうるし、また逆もありうるので、後者の立場が正当化される
と考える」と述べる。そして、「以上に照らせば、当代表は、原則Ｃ（不
干渉原則）は以下の二点を強調するように定式化されるべきだと考える。
第一に安全保障理事会と総会の行動に関する憲章規定を除いて、いかな
る国家も、直接または間接に、理由のいかんを問わず、他の国の対内ま
たは対外の事項に干渉する権利を有しない」（３４）と絶対不干渉を主張する。
すなわち、「不干渉原則に関しては、ナイジェリア代表団は、いかなる
タイプのものであれあらゆる一方的干渉をまったく拒絶し、おそらく適
法と呼ばれうる唯一の干渉形態は、国連のような国際組織の賛助の下
の、国際共同体を代表した集団行動であると考える」（３５）のである。

⑶ 両者の主張の実質的根拠
① 国家平等

それではこのような絶対不干渉の実質的な根拠はどこにあるのであろ
うか。この点を明示しているのは中南米諸国である。

例えばアルゼンチンは、干渉の理論的議論に関して「ホール（Hall）
は、いくつかの権利は独立権に優位することができ、干渉はその目的が
より高次の権利の保護である場合には適法なので、干渉の違法性という
規則には例外が設けられねばならないと考えている。他の権威、例えば

33 A／AC.１２５／SR.７３, p.４（ルーマニア）; A／C.６／SR.８２２, paras.８―９（キプロス）;
A／AC.１１９／SR.３０, p. ５（メキシコ）; A／AC.１１９／SR.２８, p. ６（アルゼンチン）;
A／C.６／SR.８８３, para.１７（コロンビア）.など。

34 A／AC.１１９／SR.２８, p.１８.またA／AC.１２５／SR.７２, p.１６も見よ。
35 A／C.６／SR.８８３, para.２４.
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ハーシェイ（Hershey）は、干渉は語の通常の法的意味においては権利
ではないが、国際実行は不干渉規則への一定の例外を認めていると評価
する。しかしブスタマンテは正当にも、干渉は恣意的な政治的行為であ
り、法的には権利とは捉えることができず、唯一の適法な干渉は、国際
連合や米州機構によってとられる集団的性格の干渉であると述べた」と
述べ、例外的に適法な干渉として、自衛、制裁、被害国の同意を挙げて
いる（３６）。上記の引用に照らせばここにいう制裁とは国際組織による干渉
だと考えられ、被害国の同意は集団的自衛を指すと思われるので、個別
国家による干渉は自衛を除いて絶対的に禁止されると主張されていると
言えよう。

そしてアルゼンチンによれば、「ラテンアメリカ諸国は干渉を諸国の
法的平等（juridical equality）に反すると考える。なぜなら、干渉は強国
の意思と利益を弱小国のそれに優越させようとするものだからであ
る」（３７）と主張した。同政府によれば、「ドラゴーやサーベドラ・ラマスと
いった法律家たちは、自己の諸権利を執行する諸国の力に関係なく（re-
gardless of their power to enforce their rights）諸国の法的平等を保護す
ることを願って、不干渉原則の基礎を築いたのである」（３８）。

メキシコによれば、「１９世紀においては、少なくとも主権平等原則の
適用に関しては、数えるほどのアジア・アフリカの諸国と、ラテンアメ
リカ諸国民は、『文明諸国民』の共同体の周縁に生活していた。力と諸
権利の不平等が列強（great powers）と若きラテンアメリカ諸共和国の
関係を性格づけていた。この事実が、不干渉についての対立する二つの
観念が現れたことを説明する。一方には、適法な干渉（破産した債務国
に対する財政的統制を確保するための干渉、人道的諸理由による干渉、外国
人保護のための干渉、勢力均衡維持のための干渉さえも）と違法な干渉を区
別するヨーロッパの諸概念が存在した。他方ではあらゆる形態の干渉を
否定するラテンアメリカの概念が発達した。２０世紀を通じて、ラテンア

36 A／AC.１１９／SR.２８, pp.６―７.
37 A／AC.１１９／SR.２８, p.５.
38 A／AC.１１９／SR.２８, p.７.
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メリカ諸国は不干渉原則を確立する努力を結集し、また制度化してき
た。汎米主義の歴史は、なによりもアメリカ大陸で干渉を違法化するた
めの戦いの歴史である。この戦いは、１９２８年のハバナ汎米会議で、合衆
国国務長官が干渉と『一時的性格の干与』を区別しようとしたときに、
臨界点に達した。１９３３年のモンテビデオ会議では、基調は善隣政策であ
り、不干渉原則が初めて公式に声明された。そして、不干渉原則は、
１９３６年のブエノスアイレス汎米会議で、不干渉に関する追加議定書にお
いて最終的に確立された。この原則は、１９３８年にリマで、１９４５年にチャ
プルテペックで繰り返され、その最も厳格かつ包括的な定式を１９４８年に
ボゴタ憲章で受け取った」のである（３９）。

メキシコは、自らの不干渉原則の国連憲章上の根拠として、第２条１
項の主権平等原則を挙げる。そして「この原則はとくに、諸国は法的に
平等であり、完全な主権に内在する権利を享受し、国家の人格と政治的
独立が尊重されねばならないことを含意する。したがってあらゆる形態
の干渉が憲章によって絶対的に禁止されていると考えられねばならない
ことは明白である。なぜなら、干渉は国家の主権的・法的平等とその人
格と政治的独立の尊重を否定するのである」（４０）と述べている（４１）。

また、メキシコの議論に明らかな通り、この法的平等の要請は、１９世
紀における列強の優越的地位の反対命題として主張されている。これも
メキシコに限られた主張ではなく、友好関係原則宣言の起草過程や、と
くに不干渉宣言の起草過程において、多くの諸国が、大国の優越的地位

39 A／AC.１１９／SR.３０, pp.４―５.
40 A／AC.１１９.SR.３０, pp.５―６.
41 また、アルゼンチンやメキシコに限らず、不干渉原則の基礎として主権

平等を持ち出す諸国は多数存在した。A／C.６／SR.８０４, para. ２４（チリ）; A／C.
６／SR.８０８, para.８（イラク）; A／A.１１９／SR.２５, p.７（ユーゴ）; A／AC.１１９／SR.２６,
p.７（ルーマニア）; A／AC.１１９／SR.２９, p.６（ガーナ）; A／C.１／SR.１３９５, para.２５
（コロンビア）; A／C.１／SR.１４０４, para. ２８（キプロス）; A／C.１／SR.１４０６, para.
３１（ジャマイカ）; A／C.６／SR.９９６, para. １５（シエラレオネ）; A／C.６／SR.１０９６,
para. ８（ペルー）; A／C.６／SR.８７１, para. １６（マダガスカル）; A／C.６／SR.８７８,
para.６（アルジェリア）; A／C.６／SR.８８４, para.２５（中央アフリカ）.など。
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や「影響力圏（sphere of influence）」の観念を非難していた（４２）。
② 法実現
「国内管轄事項」への不干渉原則を支持したいくつかの西側諸国は、

「対内・対外事項」への不干渉原則が絶対不干渉を意味することを自覚
した上で、これを否定するために「国内管轄事項」を主張した（４３）。そし
てその主張は、絶対不干渉は国際法の実現を否定するものであるとい
う、国際法の基本目的に基づくものであった。

例えばオランダは、「『対内・対外事項』という表現は避けるのが賢明
なようにみえる。この表現は、国家の主権の行使におけるすべての国家
活動を包括し、国際法と国際組織の領域を無に帰せしめる。実際、不干
渉原則は単に、それなくしては独立国家がそのようなものとして存在す
ることができない、しばしば国家の『国内管轄』と呼ばれる選択の自由
を保護するだけである。……いずれにせよ、国家は、他国の権利の侵害
を正当化するために『主権』を主張することはできないし、当該他国の
抗議や賠償の要求を『違法な干渉』とみなすこともできない。それゆえ、
『選択の自由』と『国家の主権的意思』を同一視することは法的に不正
確であるように思われる。なぜなら、後者もまた、すべての国家活動を
包摂するのである」と述べる。その結果、「不干渉原則は、一国が自己
の諸権利の侵害に対抗するためにとるかもしれない諸措置を違法と宣言
するために提起されることもできない。たとえそのような対抗措置が
『圧力』の一形態とみなされうるとしても、それらは他国の国内管轄に
属する事項への違法な干渉と性格づけられることはできない」（４４）。また

42 A／C.６／SR.８１７, para.４（リビア）; A／AC.１１９／SR.２６, p. ７（ルーマニア）; A／
C.１／SR.１３９６, para.１３（ネパール）; A／C.１／SR.１４００, para.６（ギニア）; A／C.１／
SR.１４０１, para. １７（アルジェリア）; A／C.１／SR.１４０１, para. ４３（リベリア）; A／
C.１／SR.１４０２, para.７（ポーランド）; A／C.１／SR.１４０２, para.１１（ガーナ）; A／C.
１／SR.１４０３, para.１（アラブ連合）; A／C.１／SR.１４０５, para.２２（スーダン）; A／C.
６／SR.９３８, para. ４５（エクアドル）; A／C.６／SR.１０９２, para. ２３（カナダ）; A／C.６
／SR.８７１, para.２４（チェコ）.

43 A／AC.１１９／SR.３２, p.１３（カナダ）; A／AC.１２５／SR.１６, p.１４（イタリア）.
44 A／AC.１１９／SR.３０, pp.１３―１４.
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オランダは、「明らかに、不干渉原則は、諸国が対内的あるいは対外的
に自己が好むことを何でも行う完全な自由を有していることを意味しな
い。なぜなら、そのような自由は国際法秩序の存在に両立しないのであ
る。それゆえ法的観点からは、『対内および対外諸事項』はあまりに不
正確である。この表現は、『国家の国内管轄事項』によって代えること
ができる。この表現自身もおそらく完全に満足なものではない、しかし
もっと正確に定義されうる」（４５）、と主張している。

オーストラリアもまた、「あまりに詳細に干渉の禁止を明確化するこ
とによって、委員会は、オランダ代表が指摘したような、他国の異議が
存在するあらゆる事項について、国際関係において国家が自己の裁量を
行使することをほとんど禁じられるという馬鹿げた立場に至る危険を冒
す。したがって、干渉の禁止を制限するための何らかの基準が見出され
なければならない。制限を達成するひとつの方法は……禁止を国家の国
内管轄に属する事項に制限することである。さらに、国家の国内管轄が
諸国のすべての対内および対外政策に拡大すると捉えられることはでき
ない。なぜなら、両者の間で、これらは国家の国際関係の全領域を構成
するからである」（４６）と発言した。

以上のように、これらの諸国が絶対不干渉を意味する「対内・対外事
項」に反対する理由は、絶対不干渉が客観的国際法そのものの否定につ
ながり、「国際法秩序と両立しない」からである。すなわち、これらの
諸国の「国内管轄事項」の主張は、客観法の支配の要請に基づいている
と言うことができる。

そしてこの要請は、オランダの見解に明らかなとおり、具体的には、
自国の国際法上の権利を侵害された国は、一定の強制に訴える権利を認
められることを要求するのである。すなわち、他国による権利侵害に対
する自救のための強制は、国家の権利の実現と同時に客観法の支配の要
請を満たす役割を担っている。この主張は、法実現の諸要請によって、
国家平等の要請がある程度制約されることもやむを得ないというものと

45 A／AC.１２５／SR.１６, p.６.
46 A／AC.１１９／SR.３２, p.１３.
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言うことができよう（４７）。
この点に関連して、英国政府内部では、友好関係委員会の第２回会期

を控えた１９６６年２月に、国際法違反に対する強制が不干渉原則の例外で
あると規定することをひとつの条件に、政治的・経済的圧力が不干渉原
則で禁止されることを受容する可能性が検討されていた。すなわち、
「すべての国は、他国の政治における変化を強いる目的での、経済的ま
たは政治的性質の強制的かつ差別的な諸措置をとることを慎む義務を有
する。ただし、国際連合の権限ある諸機関の決定または勧告に従うか、
または、それ以外では救済（redress）がもたらされない国際法の重大な
違反についての救済の手段としての場合は、この限りではない」という
規定案が作成された（４８）。しかしこの提案については、政府内において

47 この点は、武力行使禁止原則の討議の中で、非武力的復仇は国際法上禁
止されていないことを主張する、オランダの見解から窺うことができる。
同代表は次のように発言した。「次に復仇の禁止に移ると、いくつかの代表
団はこの禁止が軍事的性格の諸行為以外の諸行為に拡大されるべきと考え
ているが、当代表は、オッペンハイムとラウターパクトの国際法論に従え
ば法伝統において国際不法行為についての応報（justice）を獲得するため
に一国によって他国に対してとられる諸措置で、それ以外の場合には違法
である諸行為の違法化の適切性についての、当代表団の疑念を表明する。
このような違法化は、非常に非現実的な革新であろう。というのは、友好
的諸手段で賠償を得ることができない国家が、何事も生じなかったかのよ
うに自己の国際的な諸義務を実施し続けるというのは、ほとんどありえな
い。まったくのところ、国際法の発展という事由は、非武力復仇が法制度
として承認される場合に、よりよく満足させられるのである。……同時に、
とくに強国と弱小国の紛争の場合に、復仇権が濫用を生じうることは否定
できない。しかしながら、よりよい救済手段が被害国に提供されない限り
は、この唯一の可能性が必然的にこの権利の廃棄を導くべきではない。い
ずれにせよ、復仇の濫用を防止する最良の方法は、復仇の行使が従う諸条
件を強調することである。国際法の漸進的発達の観点からは、紛争の平和
的処理を委ねられた諸国際機関の管轄を拡大することによって、これらの
条件を強化することが可能かもしれない」A／C.６／SR.１０９５, paras.９―１０.

48 I.M. Sinclair to W.V.J. Evans,１５February, １９６６, F０３７１／１８９８２８,［UP１６４６
／８］, The National Archives, Kew.
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も、「この目的のための武力（force）が違法であるなら、たとえ経済分
野においてであっても、強制の一形式であることが認められているなに
かが正当化されると議論するのは難しいかもしれない」（４９）との、武力復
仇の禁止との整合性を懸念する感想や、「国際法の重大な違反について
の例外は、討議を乗り切れそうにない」などとの意見が寄せられた（５０）。
また、２月末の米、英、豪、加の協議においても、当該例外規定は委員
会で交渉できないだろうとの意見があり（５１）、結局委員会に提案されるこ
とはなかった。

以上のように、米州の定式に対する西側の修正の目的は、国際法違反
に対抗するための強制を例外として規定させることにあった。しかし、
その旨の明文規定の提案は、委員会での採択の見込みがないとして断念
され、同じ目的を有する「国内管轄事項」概念も、宣言の標題には残っ
たが、宣言本文での採択は失敗に終わったことになる。

第４項 内乱への軍事的関与
既に検討したように、一国が他国の内乱に対して軍隊を派遣すること

が原則として禁じられることは、１９世紀ヨーロッパでも、２０世紀米州で
も、争いはなかった。１９世紀ヨーロッパにおいては、既存政府の同意に
基づく軍事力の投入はつねに許容されるという一般規則が、正統性原則
に依拠して主張されたが、最終的には放棄されていた。その結果、どの
ような場合に例外的に干渉が正当化されるかという点については国際法
規則が存在せず、具体的状況における二国間関係の性質に委ねられてい
た。その後、２０世紀米州では、他国の内乱への軍隊の使用の問題も、強
制概念の中に統合され一元的に規律された。その際、在外自国民保護の

49 H.G. Darwin to I.M. Sinclair,１８February,１９６６, F０３７１／１８９８２８,［UP１６４６／
８］, The National Archives, Kew.

50 Foreign Office to New York（United Kingdom Mission to United Na-
tions）, ２２ February, １９６６, F０３７１／１８９８２８,［UP１６４６／８］, The National Ar-
chives, Kew.

51 I.M. Sinclair to W.V.J. Evans,２８February, １９６６, F０３７１／１８９８２８,［UP１６４６
／１２］, The National Archives, Kew.
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ための「干与」論に代表される、内乱時における軍隊の派遣の余地を排
除するものとして、不干渉原則が定式化されていた。

友好関係原則宣言においては、不干渉原則の規定の中で、内乱への関
与の問題も扱われている。すなわち、第二段落の第二文で、「また、い
かなる国も、他の国の制度の暴力による転覆を目的とした破壊活動、テ
ロ活動または武力活動を組織し、援助し、醸成し、資金を調達し、扇動
もしくは許容してはならず、また他の国の内乱に介入してはならない」
と規定している。友好関係原則宣言は、国家意思への強制としての干渉
概念の中に、内乱の問題も包摂しているのである。この点は、米州以来
の国家実行を踏襲するものということができる。

それでは、内乱への軍事力使用の国際法規制の内容については、友好
関係原則宣言は従来の国家実行をどの程度受容しているのだろうか。

⑴ 内乱への関与の国際法規制
① 叛徒への援助の違法性

不干渉宣言と友好関係原則宣言の起草過程においては、多くの国が、
他国の既存政府の転覆を図る破壊活動（subversive activities）やテロ活
動、武力活動の組織や支援が「間接干渉」（５２）として違法な干渉を構成す
ると主張した（５３）。このような主張に反論した国は見当たらず、これらの
間接干渉の違法性にはすべての国が同意していたと考えることができ
る。そして、内乱における叛徒への援助が、この間接干渉に含まれてい
ることは、明らかである。
② 武力行使禁止原則と既存政府の同意

友好関係原則宣言の起草過程において注目すべきは、一国が他国の内
乱に軍隊を派遣することを法的に正当化する基準として、もっぱら既存
政府の同意が議論されている点である。前章までの検討から明らかなよ
うに、１９世紀ヨーロッパや２０世紀の米州においては、既存政府の同意
は、内乱への軍隊派遣の適法性の必要条件とは捉えられていなかった。

これに対し、友好関係原則宣言の起草においては、既存政府の同意に

52 United Nations General Assembly Resolution２１３１（XX）.
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よって内乱への軍事関与が正当化される（５４）か否（５５）かに議論が集中してい
る。これはなぜであろうか。ひとつの理由として考えられるのが、武力
行使禁止原則の成立である。武力行使禁止原則の確立の結果、内乱時に
おける軍隊の派遣は、それが武力行使と評価される限りにおいて、自衛
または安保理の措置と性質決定されえない場合には、すべて違法な武力
行使と評価されることになる。そのため、内乱への軍隊派遣が武力行使
禁止原則に抵触しないためには、当該軍隊派遣が相手国の同意に基づい
ており、そもそも武力行使には当たらない（５６）と主張できることが必要条
件となったと考えることができる。

実際、既存政府の同意の問題が提起されたのは、不干渉原則規定にお

53 A／C.６／SR.８２２, para. ３９（英国）; A／C.１／SR.１３９６, para. ８, A／C.６／SR.８２５,
para.１０（米国）; A／C.６／SR.８０９, para.９（インドネシア）; A／C.１／SR.１３９５, para.
２３（コロンビア）; A／C.１／SR.１３９６, para.１３（ネパール）; A／C.１／SR.１３９８, para.
３０（タイ）; A／C.１／SR.１３９８, para. ４７（中国）; A／C.１／SR.１３９９, para. １１（オー
ストラリア）; A／C.１／SR.１３９９, para. ４０（ルワンダ）; A／C.１／SR.１４００, para. ４
（ギニア）; A／C.１／SR.１４００, para.１１（ブラジル）; A／C.１／SR.１４００, para.２８（ホ
ンジュラス）; A／C.１／SR.１４０２, para. ４６（チリ）; A／C.１／SR.１４０３, para. ４（ア
ラブ連合）; A／C.１／SR.１４０３, para. ４１（フィリピン）; A／C.１／SR.１４０３, para. １４
（マレーシア）; A／C.１／SR.１４０６, para. １（グアテマラ）; A／C.６／SR.１００３, para.
２０（ホンジュラス）; A／C.６／SR.１１７８, para. ２９（カナダ）; A／C.６／SR.８９１, para.
４４（セイロン）; A／C.６／SR.８８５, para. １９（インド）; A／C.１／SR.１３９８, para. ４２
（アルゼンチン）; A／AC.１１９／SR.３２, p.１６（ベネズエラ）; A／AC.１２５／SR.７２, p.
１８（ケニア）: A／AC.１１９／L.２４（メキシコ案）; A／AC.１１９／L.２７（インド、ガー
ナ、ユーゴ案）. など。

54 A／C.６／SR.８０４（ギリシア）; A／C.１／SR.１３９８（タイ）; A／C.１／SR.１４００（コン
ゴ）; A／C.１／SR.１４０２（イタリア）; A／C.１／SR.１４０５（ベルギー）; A／C.１／SR.１４０５
（フランス）; A／C.１／SR１４２２（オーストラリア）; A／C.１／SR.１４２２（イタリア）;
A／C.６／SR.１１８０（米国）; A／C.６／SR.８７７（スペイン）; A／C.６／SR.８８２（マリ）; A
／AC.１２５／SR.１１（ガーナ）.など。

55 A／C.６／SR.８０４（チリ）; A／C.６／SR.８１４（ボリビア）; A／C.６／SR.８２２, A／AC.１２５
／SR.５７（英国、）; A／C.１／SR.１３９８（アルゼンチン）; A／C.１／SR.１４０６（ジャマイ
カ）; A／AC.１２５／SR.７３（スウェーデン）; A／C.６／SR.１０８６（フィンランド）; A／
C.６／SR.９３５（インドネシア）.など。
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ける内乱条項の議論に際してではなく、武力行使禁止原則における内乱
条項の討議に関してであった。友好関係原則宣言の武力行使に関する規
定は、「いずれの国も、他国において内乱行為またはテロ行為を組織し、
援助しもしくはそれらに参加すること（participating in acts of civil strife）
……を、本条項で言及された諸行為が武力による威嚇または武力の行使
を含む場合には、慎む義務を負う」と規定している（５７）。この条項は、「他
の国の内乱に介入してはならない」と規定する不干渉原則における内乱
に関する条項と同様、１９６５年の国連総会の不干渉宣言の内乱に関する規
律を武力行使禁止原則規定にも挿入しよう（５８）という、米州諸国の提案（５９）

に由来する。ここからは、内乱への軍隊派遣が、「武力による威嚇また
は武力の行使を含む」がゆえに違法な武力行使に当たる可能性が認識さ
れていたことがわかる。

そして、既存政府の同意の法的意義に関する問題提起は、この提案の
評価の文脈でなされた。すなわち一方で、例えばフィンランド代表は、
「内戦時に第三国によってとられるべき態度については諸国の理論と実
行は分裂してきた。しかしながら今日では、第三国は、たとえ『合法政
府』の要請によっても、少なくとも軍事的手段によっては介入すべきで
ないという見解が普及している。そしてこの理論を支持する理由はいく
つか存在する。この問題はまた、不干渉原則との関連で考慮されるのも
有益かもしれない」（６０）と指摘した。他方で、例えば米国は、「内乱とテロ

56 武力行使禁止原則における「武力行使」の概念は、領域国の同意なき軍
隊の越境を指すと指摘されている。森肇志『自衛権の基層―国連憲章に至
る歴史的展開―』東京大学出版会、２００９年、２４９頁。

ただし、武力行使の概念をより限定的に、他国の意思を強制する目的で
の軍隊の使用と捉える解釈もありうる。Antonio Tanca, Foreign Armed
Intervention in Internal Conflict, Dordrecht: Martinus Nijhoff Publishers,
１９９３, pp. ２１―２２, ４７; Georg Nolte, Eingreifen auf Einladung: Zur völker-
rechtlichen Zulässigkeit des Einsatzes fremder Truppen im internen Kon-
flikt auf Einladung der Regierung , Berlin: Springer,１９９９, pp.２１０―２１１.

57 United Nations General Assembly Resolution２６２５（XXV）.
58 A／AC.１２５／SR.６６, pp.４（メキシコ）,１９（アルゼンチン）.
59 A／AC.１２５／L.４９.
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リズムに関する諸規定は、他国の要請に基づいて当該他国に軍事援助を
付与する国家の権利を制限するものではない」（６１）と主張したのである。

こうして、内乱への軍事的関与の問題においては、武力行使禁止原則
との関係の考慮から、国家の同意が、その適法性の十分条件ではないと
しても少なくとも必要条件であると捉えられ、とくに議論が集中したと
みることができる。
③ 既存政府への援助

そこで議論は、内乱時において既存政府は国家を代表して同意する資
格を依然として有するか否かという問題を焦点とすることとなった。

不干渉原則および武力行使禁止原則における内乱規定によって、内乱
への軍隊派遣が原則として禁止され、既存政府の同意がありさえすれば
常に軍事介入が許容されるわけではない点については、西側の多くも認
めていたように思われる（６２）。

西側諸国が目標としたのは、それでもなお一定の場合には、既存政府
の同意に基づく軍隊派遣が、国際法上正当化されることを明確化するこ

60 A／C.６／SR.１０８６, para.３９.
61 A／C.６／SR.１１８０, para.２３.
62 ただし、すべての国が受容していたわけではない。例えばタイ政府は、

次のように発言している。「不干渉の観念は、他の主権国家の合法政府の権
威を害するために企てられたあらゆる活動を、武力を含まないものでさえ、
包摂しなければならない」と発言し、破壊活動の組織や叛徒への援助をも、
違法な干渉として不干渉原則に含めている。同時にタイ政府は、既存政府
への援助はそもそも干渉ではなく適法であるとする。同政府によれば、「干
渉の観念の本質は、主権の簒奪であるので、合法政府に付与される援助は
干渉ではない。これに対して、叛徒に付与される援助は干渉である。なぜ
なら、叛徒への援助は既存政府の主権（the sovereignty of the established
Government）を侵害しているのである」。A／C.１／SR.１３９８, para. ３１. ここで
は、国家主権とは既存政府の主権に他ならず、したがって国家意思の強制
とは既存政府の意思の強制に他ならないという理解が、強制概念を拡大す
ることによって叛徒に対する援助を違法な干渉とする一方で、既存政府へ
の援助は干渉ではなく適法であるという主張の前提になっていると考えら
れる。

《論 説》

５０（８１）



とであった。
第一に、１９６４年会期に英国が提出した草案では、「一国が他国政府に

より実行または支援される違法な干渉の被害者となる場合には、当該国
は、第三国から支援を求める権利を有する。それに対応して、当該団三
国は、求められた支援を付与する資格がある。そのような支援は、もし
違法な干渉が、反対勢力が外部の支援を得ている内乱へと導く破壊活動
の形態をとった場合には、通常の諸条件を再建するための武力支援を含
みうる」と述べられていた（６３）。すなわち、叛徒が他国の支援を受けてい
る場合には、第三国は既存政府を軍事支援できると主張されている。こ
こでは、既存政府を含め内乱の一方当事者を支援することは国際法上違
法であることが前提となっており、その前提の上で、例外的に、いわゆ
る対抗干渉が許容されるとの見方が示されている。そのような前提がな
いなら、そもそも既存政府の援助はどんな場合も禁止されないことにな
り、既存政府への軍事援助について対抗干渉を例外として定立する必要
がない。したがって、ここでの英国の趣旨は、既存政府を含む内乱の一
方当事者への軍事支援は原則として禁止されるが、対抗干渉は例外とし
て国際法上許容されているというものであったと言える。

西側の修正の第二点は、「内乱（civil strife）」に至らない騒乱について
は、軍事援助は国際法によって禁止されてはいないことの明確化であ
る。例えば英国は、「もし一国が不運にも、国の支配が交戦諸当事者に
より分断される状況に陥り、かつ何ら外部の介入が存在しない場合、そ
のときにはどんな介入もまたどの党派に対するどんな援助も、国際法に
よって禁止されている」と述べ、既存政府への援助も禁じられるとしつ
つ、「その規則は、合法的に設立され国際的に承認された政府が、対内
的な法と秩序の維持または再建において友好国からの援助を求め受け入
れる権利を何らの仕方でも害するものではない」と主張した。すなわち、
「過度に広い『内乱』の定義によって、一時的な困難において政府が、
受け入れ国の領土保全と政治的独立を完全に尊重して援助をなすと信頼
する友好国から、援助を求めかつ得ることができる状況が存在しないと

63 A／AC.１１９／L.８.
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示唆するのは誤りである」（６４）。スウェーデンは次のように発言している。
「第５７回会合において、英国代表は、一時的な困難にある政府が、対内
的な法と秩序の維持と再建の際に外国政府の支援を求め受け取ることが
できる状況があると指摘した。もし、明らかに人口の大多数の信頼を享
受している政府が無秩序に脅かされた場合には、外国はその援助に駆け
つけることが正当化されるかもしれない。とくにその無秩序が外部の支
援を受けているときは。しかし、もし政府が大多数の信頼を享受してお
らず、人民の蜂起によって圧迫されている場合には、このような援助は
正当化されないであろう」（６５）。

ここでも、不干渉原則によって内乱への軍事援助が禁止されること自
体は前提とされている。ただ、暴動などの内乱に至らない対内的混乱は
「内乱」に当たらず、その場合に「対内的な法と秩序の維持または再建」
のために軍事援助を与えることは禁止されていないことを確認すること
が試みられたのである。

１９６６年の英国政府の内部文書においては、「他国による干渉が既に存
在するのでない限り、適切に設立され承認された政府の要請に基づいて
さえも、どんな形態の対内紛争に干渉する何らの権利も国際法は承認し
ていない」として、内乱に対する不干渉原則の存在が承認されつつ、「他
の国の内乱に介入してはならない」という定式について、その不明確さ
に基づく異論を免れないとして、「干渉が許容される諸状況を十分に定
義していない」ことおよび「『内乱』とはなにか定義していない」点が
指摘されている。しかし同時に、「とくにラテンアメリカ諸国は決議
２１３１（XX）の文言のどんな変更も受諾しないであろうことを、特別委
員会での討論と交渉は明らかにしたので、この権利を定める諸修正を取
り付けることを試みることは実際的ではない」とも指摘されている（６６）。

64 A／AC.１２５／SR.５７, p.５.
65 A／AC.１２５／SR.７３, p.１４.
66 Note on Commonwealth Office and Other Whitehall Objections to For-

mulations of the Principles of“Non-Intervention”and“Equal Rights and
Self Determination of Peoples”, FO３７１／１８９８３０,［UP１６４６／９３］, The National
Archives, Kew.
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実際、これら二つの点については、友好関係原則宣言の最終的な決議
文に規定されることはなかったのであり、定式自体の修正の試みは、失
敗したと言うことができよう。

第５項 一元的規律の変更
友好関係原則宣言は、２０世紀の米州の国家実行を踏襲して、規律対象

行為は他国の国家意思に対する強制と定義したうえで、この強制概念の
下に、１９世紀ヨーロッパにおける干渉の意味内容であった内乱への軍隊
派遣も包摂しようとしていたと考えられる。

米州においては、「対内・対外事項」の定式の下、干渉に当たる行為
はすべて国際法によって禁止されるという立場が国家実行上確立してい
た。したがって、友好関係原則宣言の起草過程において、同じく「対
内・対外事項」の下に絶対不干渉を主張した諸国も、同様に、内乱の発
生している国の政府の同意の有無に関わらず、内乱への軍隊派遣も絶対
的に禁止されると捉えていたと推論することができる。実際、既に引用
したように、メキシコは、友好関係委員会においても、米国が主張した
「一時的性格の干与」概念に言及し、その存在を否定していた。

したがって、絶対不干渉を採用する諸国にとっては、強制一般と区別
して内乱への軍隊派遣を議論する必要はなく、実際区別はされていない。

これに対し、西側諸国の議論は、強制一般と内乱への軍隊派遣の場合
では、禁止の範囲すなわち例外として認められる事由が異なることを示
している。たとえば、対抗干渉の論理は、政府と叛徒の対峙という内乱
固有の状況を前提としており、強制一般について妥当するかどうかは疑
わしい。この論理を強制一般に適用するなら、Ａ国がＢ国の国内管轄事
項についてのＢ国の意思決定に関し強制をおこなう場合、Ｃ国はそれに
対抗するために、Ｂ国の当該国内管轄事項への干渉を停止するようＡ国
を強制でき、さらにはＡ国の要求に従わないようＢ国を強制できるとい
う結論になりかねない。しかし、このような結論の正当化は西側の意図
ではなかったと考えられるし、実際そのような主張は見いだせない。

つまり、西側諸国の議論は、内乱への軍隊派遣を、強制一般の規制と
は区別して規律することを含意すると解釈することができる。この点
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で、内乱を強制一般の問題に埋没させ一括して規律していた米州の国家
実行の変更を試みていたと言うことができよう。

第２節 不確定概念の解釈適用基準
米州の国家実行で確立し定式を維持する多数派に対して、西側諸国

は、その内容上の不確定性を指摘し、その修正を試みていた。西側は、
ボゴタ会議におけるアルゼンチン政府と同様に、不確定な条項の恣意的
な解釈適用に懸念を有していたと言えるだろう。具体的には、国際法違
反に対する強制を例外規則として規定すること、対抗干渉を内乱への軍
事力行使の禁止の例外規則として規定すること、内乱に至らない騒乱状
態における既存政府への軍事援助は禁止されていないことを規定するこ
と、そして全体として、強制一般の規制と内乱への軍隊派遣についての
規制は区別すること、などが目指されていた。

さらに西側は、以上の点について規則の内容の明確化を図ると同時
に、その上でも残る不確定概念の解釈適用の基準を明文化しようとし
た。すなわち、不干渉原則の定式の不確定概念の解釈適用は、各国の
まったくの主観的な判断に委ねられるのではなく、国際法規則の外部に
ある具体的な諸事情に照らしてなされることを明確化しようとした。こ
れまでに検討した学説の用語を用いるなら、客観法に対する「主観法」
と定式化されてきた、国際法規則の外部にある基準を確保することも目
指されていたのである。この点を検討しよう。

第１項 「確立した国際実行」
友好関係員会の当初から、西側諸国は、不干渉原則は、国家間の日常

的な影響力行使を規制するものではないと主張していた。すなわち、
１９６４年の英国提案注釈においては、「『干渉』の射程を考慮する際には、
相互依存の世界においては、諸国が他の諸国の行動や政策に関心をもち
影響を与えようとすることは不可避かつ望ましいものであり、国際法の
目的はそのような活動を阻止することではなくむしろそれが諸国の主権
平等およびその諸人民の自決に両立することを確保することであること
が、承認されるべきである」と指摘されている（６７）。ここでは、干渉概念
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は、相互依存状況における国家間の不可避的な影響力行使を含まないよ
うに定義されるべきことが主張されている。言い換えれば、そのような
影響力行使は、干渉に関する国際法規則によっては規制されないとの立
場が取られている。

１９６６年の不干渉原則西側草案においては、さらに踏み込んで、「上記
のいかなる規定も、国際法および確立した国際実行（settled international
practice）に従い、かつ国家の主権平等および憲章に従って協力する義
務に合致する仕方で、他の諸国の政策や行動に影響を与えようと試みる
一般に承認された国家の自由を害するものと解釈されてはならない」と
規定していた（６８）。

この規定案において注意すべきは、まず影響力行使が、「国家の自由」
と性格づけられている点である。この定式は、影響力行使はそれを許容
し権利を付与する国際法規則に依拠するものではないことを示唆するも
のである。

同時に注目すべきは、この影響力行使と干渉とを区別する基準もま
た、国際法によってすべて与えられるわけではない点である。すなわ
ち、国際法だけでなく「確立した国際実行」も、影響力行使と干渉の区
別において考慮されなければならないのである。この点については、そ
の不明確さについて委員会でも多くの批判がなされた（６９）。これに対し英
国代表は、次のように反論している。「……草案第３段落Ａにおける『確
立した国際実行に従い』という文言の使用もまた批判されてきたが、こ
の使用は、他の諸国の政治や行動に影響を与えようと試みる自由が行使
される仕方は、一般に受容された国際法諸規則（generally accepted rules
of international law）によっては規制されていないかもしれないという事
実によって正当化される。例えばウィーン条約は、特別使節をカバーし
ていないので、この自由の一定の諸側面をカバーするに過ぎない。この
脱落は、批判されてきた文言によって矯正されるのである」（７０）。

67 A／AC.１１９／L.８.
68 A／AC.１２５／L.１３.
69 A／AC.１２５／SR.１４, p.１３（UAR）; A／AC.１２５／SR.１５, p.１０（レバノン）; A／AC.

１２５／SR.１６, p.１０（ダオミー）. など。
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したがって、この提案は、干渉についての国際法規則によっては規律
されない影響力行使の「自由」が存在し、しかも、干渉とそのような影
響力行使の区分は、国際法規則によっては十分なされていないことを主
張するものであると言える。それは言い換えれば、国際法規則による干
渉概念は不確定であり、干渉と影響力行使を区別するためには、最終的
には「確立した国際実行」を参照しなければならないことに他ならない。

第２項 米州国家実行上の国際法規則の不確定性
⑴ 集団的手続の欠如と恣意的解釈の危険

友好関係委員会の初期において、西側は、以上の草案のような「救済
条項（saving clause）」（７１）を挿入することを試みた。しかし、その後、西
側諸国の内部では、あえてそのような規定を挿入せずに米州の定式を受
諾しても、西側の立場は害されないとの見解が示されるようになった。

元来、西側諸国が米州の定式に修正を加えまた救済条項を挿入しよう
としたのは、その定式が確定性を欠き、各国による過度の拡大解釈を導
く危険があるからであった。そして、このような危険を回避するために
は、第三者手続による解釈適用を通じた補完が必要であるとの見方が示
されていた。

委員会においてメキシコは、「法の適正手続」、「良俗」、「公序」など
を規定する一般条項が、国内法や国際法に広く見出されることを根拠
に、「正確な定義になじまない、多くの法概念、基本的な諸法概念さえ、
存在する」と述べ、「『経済的または政治的性質の強制措置』の概念を適
用しなければならない諸機関が直面する諸困難は、世界中の裁判所およ
び、諸法規則を適用するすべての国の諸政治機関によって、日々解決さ
れている諸困難と同じであろう」（７２）と指摘し、これらの用語は、「諸時勢
（times）、環境、および政治的、経済的その他の支配的な状況に即し
て、合理的な仕方で解釈されねばならない」（７３）と主張して、米州の定式

70 A／AC.１２５／SR.１６, p.１７.
71 A／AC.１２５／SR.１５, p.１２（カナダ）.
72 A／AC.１１９／SR.３０, pp.９―１０. また、A／AC.１２５／SR.７２, p.８.
73 A／C.６／SR.８８６, para.４８.
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が不確定性を有することを認めつつ、一般条項は個別具体的な事例の諸
事情に照らして解釈適用されるとして、当該定式を擁護した。

これに対し、オーストラリアは、「あまりに広範かつ曖昧な諸概念を
受諾することに、現実的な諸困難を感じる。当代表は、メキシコ代表が
第３０回会合で国内法体系は非常に広範な概念に完全に慣れ親しんでいる
と述べたとき、非常に注意深く耳を傾けた。しかし、『法の適正手続』
の概念のような一般的な諸文言は、これらの文言の権威的かつ拘束的な
解釈を与えるようにとりわけ十分に準備された諸法廷が存在する国家の
憲法体制の内部では使用されることができるが、国際体系の内部には、
諸法廷へのこのような一般的かつ自動的な訴えは存在しない。拘束的解
釈を与える権限を付与された何らかの機関が存在しないままには、規定
された禁止についての避けられない広範な意見の相違を解決する実効的
諸手段は存在しないのである」（７４）と批判し、「諸国は、その同意が求めら
れる諸国際法規範が、憲法において通常必要と考えられるよりも特定的
に、禁止されるものおよび許容されるものの双方を言明することを、正
当に求めることができるだろう」（７５）と述べた。またオランダは、「メキシ
コ代表は以前の会合で、文言の曖昧さは必ずしも法規則を無効化しない
と述べ、国内憲法からの例を引用した。この比較は適切ではない。とい
うのは、国内立法における『法の適正手続』や『よき統治』のような曖
昧な用語は、意図的に司法立法（judicial law-making）に道を開いている
のである。残念ながら、国際レベルでは状況が異なる。特別委員会が定

74 A／AC.１１９／SR.３２, pp. １３―１４. またレバノンは、ガーナ・インド・ユーゴ共
同案とメキシコ案について、「レバノン代表団はこれら二つの草案を支持す
る用意があるが、当代表団は、一見したところ有用な政治的理念をすべて
法的定式に転換することや、生じうるあらゆる紛争を予見することが可能
だとは思わない。例えば国内法では、最も簡潔な諸文章が最良なのである。
そして当代表団は、時間と手続上の理由で、いかなる国際組織も自己に付
託された多くの事項を処理する立場にないであろうということも考慮して、
実効的に適用できないほどに詳細な文章を起草しようと試みることに反対
である」、と発言している。A／AC.１１９／SR.３０, p.１６.

75 A／C.６／SR.９３５, para.７.
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式化しようと試みている諸原則は一方的に提起されるのであり、それら
が適当に提起されたか否かについて拘束的決定を下す権能を与えられ
た、確立した国際団体は通常存在しないであろう」と反論した（７６）。

第２章で検討したように、米州の国家実行においては、不干渉原則の
適用可能性は、米州の集団的手続が存在することによって初めて保障さ
れると考えられていた。米州においていわば立法事実として具体的に問
題となっていたのは、外交保護権の実現のための武力強制と、「一時的
性格の干与」と称された内乱時における在外自国民保護のための軍事力
の派遣であった。前者に関しては、集団的な紛争処理手続の整備を前提
に禁止された。後者もまた、米州の集団的な安全保障手続による補完を
前提に放棄されたものと解釈できた。

また、「干与」と干渉の区別は、干渉概念の定義の欠如を根拠に、二
国間関係の性質に委ねられるものと主張されており、同時に最終的な干
渉の定式においては、元来問題とされていた軍事力の使用だけでなく、
政治的・経済的強制も干渉概念に含まれるとされたため、この干渉概念
の不確定性に依拠した各国の恣意的解釈適用が問題となった。この点に
ついても、米州の集団的手続に解釈適用を委ねることによって、問題を
克服していた。

⑵ 米州の定式の曖昧さの意味
米州の定式は、このように二重の意味で集団的手続に依存していた。

したがって、そのような条件の満たされないままにこれを受容すること
は、第一に、そのような手続の存在を条件として禁止された諸行為が、
条件が満たされない場合なおも禁止されているのか否かという問題につ
いては少なくとも未決定であることを帰結させる。また第二に、集団的
手続による解釈適用が確保されない以上、干渉とそれ以外の行為の区別
の基準すなわち干渉の定義が、米州の定式には欠如しているという不確
定性が再び前景化する。

これまでの検討から明らかなように、西側は当初、これらの点につい

76 A／AC.１２５／SR.７３, p.８.
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て判断する第三者手続が欠如していることは、各国による一方的な解釈
適用を招く危険があるとして、米州の定式の明確化を主張した。

しかし修正採択の見通しが立たないことが明らかになると、西側諸国
は逆に、不干渉原則の定式の一般条項的な不確定性について、西側独自
の解釈基準を提示すれば足りると考えるようになった。すなわち、米州
の定式をあえて修正したり救済条項を挿入したりするまでもなく、米州
の国際法規則、学説の言葉を用いれば「客観法」は、干渉の定義や禁止
の例外について規律していないか少なくとも曖昧であり、それらの点は
「確立された国際実行」に委ねられていると宣言すれば十分であるとの
立場が示されるようになったのである。

英国は、１９６６年に、米州の定式を受諾することに問題はないとの立場
に転換し、不干渉宣言の主要部分をそのまま採用した草案を準備し
た（７７）。その契機となった文書においては、「不干渉については、総会決
議２１３１（XX）に対してもっと積極的な姿勢を我々が取れないかどうか、
我々は慎重に考慮してもいいかもしれない。この決議の文言の曖昧さと
不明確さは、過去において我々に懸念を引き起こした。しかし、おそら
く我々に可能であるのは、これらの曖昧さに依拠して、我々が望む意味
でその決議を解釈することである」と指摘されている（７８）。米州の国家実
行に基づく国際法規則は多くの点を未決定のままにしており、それらの
補充は各国の解釈にゆだねられているとの認識の下、米州の定式の受容
が提案されたのである。

この提案に基づく外務省の覚書においては、不干渉宣言について、
「用いられている用語のいくつかの不明確さと定義の欠如（例、第二段
落の『強制』）に基づく異論は免れないが、その文言は、英国政府にとっ
て根本的に受け入れられないなにものも含んでいない」とされ、「『また
他国の内乱に介入』という文言についてのその文との関連で困難が生じ
うることが承認されている。しかし、これらの困難は、これら文言は共

77 Memorandum by the Foreign Office, １８ October, １９６６, CAB１４８／６９／３７,
［OPD（O）（６６）３７, Annex A］, The National Archives, Kew.
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通して内戦（civil war）と表現される諸状況に妥当するのであり、合法
的に設立された政府がその管轄内の法と秩序を再建する際に他国の援助
を求め受け入れる諸状況には妥当せず、『乱（strife）』の代わりに『戦
（war）』という語を用いることはその特別の法的含意に照らして不適切
であるという、我々の解釈の適切な言明によって克服されうると思料さ
れる」との判断が下されている（７９）。

英国のこのような方針転換の意義は、米国との議論において、明瞭に
表れている。１９６７年、米国は、米州の定式を受容すべきとする英国の提
案に反対した。定式の内容に関わる異論としては、その文言が曖昧であ
り、「決議２１３１の文言は、現在不適切とはみなされておらず、ましてや
違法とはみなされていない国家間活動の広範な領域を禁止することにな
る」点、また、米国は確かにOAS憲章上、決議２１３１類似の義務を負っ
ているが、「OAS憲章の１５条および１６条は、米州システムの基本法の一
部分として、当該システム内部の実効的な集団的安全保障についての諸
規定および、OAS内部で採用された諸国の実行および諸解釈宣言に
よって補完されている」点が挙げられている（８０）。この米国の見解はまさ
に、米州の国家実行上の定式は集団的手続による補完が前提であり、そ
のような補完が存在しない場合には、恣意的な解釈によって日常的な影
響力行使をも干渉とされる危険があることを指摘するものであると言
える。

この米国の反論について、友好関係委員会の英国代表を務めたシンク
レア（Ian Sinclair）は、「通常の外交交流の点は、適切な投票説明によ
り対応されうるのであり、私は、少なくとも主文第二段落に反映されて
いる『強制』の概念を通常にかつ文字通りに解釈する限り、現在不適切
とはみなされておらず、ましてや違法とはみなされていない国家間活動

79 IOC（６６）１２６, Steering Committee on International Organisations, Gen-
eral Assembly Item No.８８,２４ August, １９６６, FO３７１／１８９８３０,［UP１６４６／９４］,
The National Archives, Kew.

80 AIDE MÉMOIRE, The United Kingdom Draft Declaration on Friendly
Relations Principles, FCO５８／１３９,［UP７／２, Part A］, The National Archives,
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の広範な領域を禁止するものとは決議を読まない」とコメントしてい
る（８１）。米国とは対照的に、いまや英国にとって米州の定式が確定性を欠
くことは問題ではなく、米州のような集団的手続による判断が予定され
ていない以上、各国が投票の際に各自の好む解釈を宣明すれば足りるの
である。

⑶ 「確立した国際実行」・「相互信頼関係」による規制
英国外務省の覚書や英米間のやり取りからは、英国が、少なくとも二

つの点に、米州の定式の不確定性を認めていたことが窺える。
ひとつは、干渉とそれに至らない影響力行使の区分である。英国は、

米州の定式には強制の定義が欠如していると捉えていた。この点につい
ての英国の考え方は、以前に試みられた救済条項の内容に等しいものと
考えることができるだろう。すなわち、干渉と影響力の区別の基準は国
際法規則には欠如しており、「確立した国際実行」を参照する必要があ
るという立場である。

もうひとつは、「内乱」の定義の欠如である。この点については、内
乱とは国際法上の狭義の「内戦」を指し、内戦に至らない騒乱において
法と秩序の回復のために外国が既存政府を軍事援助することは国際法規
則によって規律されていないとの解釈が意図されていた。それでは、こ
の騒乱時における軍事援助は、まったく各国の一方的判断に委ねられる
のであろうか。あるいは、干渉の定義と同様、国際法規則ではないが国
家の一方的判断でもない「国際実行」により規制されるのであろうか。

既に引用したように、友好関係員会の１９６７年会期の第５７回会合におい
て、英国は、内戦に至らない騒乱については国際法規則によって規制さ
れていないとの発言を行った。その発言原稿によれば、英国代表は、正
確には次のように述べている。「何らかの無法の発生による一時的な困
難において、受け入れ国の領土保全と政治的独立を完全に尊重して援助
が付与されることを可能にする相互信頼関係（those relationship of mu-

81 I.M. Sinclair to Sir Francis Vallat,１May,１９６７, FCO５８／１３９,［UP７／２, Part
A］, The National Archives, Kew.
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tual trust and confidence）を友好と歴史の諸紐帯が創設した諸国から、
一政府が援助を求め受け入れることができるいかなる状況も存在しない
と、『内乱』のあまりに広い定義によって示唆するのは誤りであると、
わが政府は信じる」（８２）。ここでは、内戦に至らない騒乱における軍事援
助についても、当事国のまったくの自由に委ねられるわけではなく、友
好関係や歴史的紐帯に基づく「相互信頼関係」によって判断されること
が示唆されていると言えよう。したがって、騒乱時における軍事援助に
ついても、干渉の定義における「国際実行」と同様に、国際法規則の外
部にある基準に服するというのが英国の見解であったと考えられる。

ケルゼンやフェアドロスの理論枠組みに即して言うならば、英国は、
客観法＝米州の国家実行により確立した国際法規則による規律が欠如し
ている、干渉の定義や内乱の問題についても、主観法＝「国際実行」お
よび「相互信頼関係」による規制は存在すると捉えていたと解釈するこ
とが許されよう。

第３項 不干渉原則の不確定性の理由
これまでの検討から、友好関係原則宣言の不干渉原則規定は不確定性

を有する一般条項的規定であり、個別事例において、「諸時勢、環境、
および政治的、経済的その他の支配的な状況」や「確立した国家実行」、
「相互信頼関係」による補完を通じて解釈適用されることについては、
米州諸国も西側諸国も認識が一致していたと考えることができる。

それでは、不干渉原則の規定が、このような一般条項に留まっている
理由はどこに求められていたのであろうか。

友好関係原則宣言の起草過程において、フランス代表は、不干渉原則
に限られない一般的な指摘として、「それを越えると、むしろ定義の過
程が行き過ぎとなり、法の動態的性格を害することになる点が存在す
る」のであり、「フランス代表は、世界は新しくかつまだ予見できない
地殻変動を経験しうることを理解するので、いかに過去や現在の諸事態
によく適応しているかもしれないとしても将来の発展を阻害するであろ

82 FCO５８／１８４,［UP７／２１, Part B］, The National Archives, Kew.
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う、過度に明確な諸文書を起草することは、望ましくないと考える」と
して、「諸原則は適切に一般的な諸用語で記述されるべきである」と述
べている（８３）。

このように、予見できない将来の諸事態に適応できるように、不干渉
原則にも不確定性が残されていると解釈することは可能であろう。しか
し、不干渉原則の不確定性には、このような一般的な理由に加えて、不
干渉原則によって保護される国家およびその主権が、国際法によって完
全には内部化されていないという事情も、与っているとみることができ
る。不干渉原則規定の起草過程においては、「他国の主権の尊重の義務
は、国家の概念に内在するものであり、諸主権国家の創造物であってそ
の独立および平等の予めの承認に基づく国際法から派生するものではな
い」と、不干渉原則の前提である国家およびその主権は、国際法に先行
するという見解を示す国が存在した（８４）。このように国家とその主権が国
際法の外部にあるならば、国家主権を保護対象とする不干渉原則も、国
家や主権の概念を確定的に規律することはできず、その解釈適用のため
には、国際法の外部の諸事情の顧慮が必要となると捉えることができる。

国家とその主権が、国際法内部の制度ではなく、国際法に先行し国際
法の基礎をなすという見方は、友好関係原則宣言の起草過程において、
米州諸国だけでなく、西側諸国にも承認されていたとみることができ
る。主権平等原則の議論において、英国は、「すべての国は、他の諸国
との関係を、国際法および、それぞれの国家の主権は国際法の最高性
（supremacy）に服するという原則に即して取り結ぶ義務を有する」（８５）と
いう規定の挿入を提案した。これに対しメキシコ代表は、「英国提案は
国家主権と国際法の関係の問題を取り上げるものであり、それぞれの国
家の主権は国際法の最高性に服するという理論を採用している」と捉え、
「この問題は、『二元論』、『一元論』および一元論のすべての変型の、
対立する諸論証を衡量することなしには決定されえない」と指摘したう

83 A／C.６／SR.９３２, para.３４.
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えで、メキシコ政府の立場として、「主権は、国際法の基礎であり存在
理由である」と述べている（８６）。不干渉原則について米州の定式の不確定
性を擁護したメキシコは、国家主権は国際法に先行すると捉えているこ
とがわかる。

西側諸国も国家およびその主権が国際法の外部にあること自体は否定
していないことは、カナダとイタリアの議論から窺うことができる。委
員会において、ルーマニアが英国提案を批判して、「そのような定式は
主権と国際法の実在の関係と両立せず、超国家法の観念を反映すると解
釈されうる。当代表は、国際法は諸国の主権に由来するのであって、こ
の主権に反するように作用させられることはできず、むしろその承認に
基づくべきでありそれを強化し確認することに仕えるべきであると考え
る」（８７）と述べたのに対し、カナダ代表は、「主権の法概念がその意味を一
定程度（to some extent）国際法から得ていることもまた真実である」（８８）

と反論した。このカナダの見解に対し、イタリア代表のアランジオ・ル
イスは、「国際法は諸国の慣習的行動と諸合意の産物であり、諸国は、
主権的団体としてのその存在によって主権的である。主権は事実であ
り、国際法によって付与される法的属性ではない」と批判した（８９）。これ
に対しカナダ代表は、「彼が指摘したかった点は、諸国の主権平等が国
際法の創設したものであるということではなく、主権平等の法概念がそ
の定義を国際法から得ているということであった」（９０）と説明した。ここ
からは、西側も、国家およびその主権について国際法の定義が一定程度
存在するとしても、それらが最終的には国際法の外部にあること自体は
否定していなかったことが窺える。

このように国家と主権という不干渉原則の保護の対象が国際法の外部
にあるならば、不干渉原則も、その解釈適用においては、必然的に、国
際法の外部の諸事情を参照することになるであろう。不干渉原則が不確

86 A／AC.１１９／SR.３５, p.８.
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定な一般条項として定式され個別の諸事情によって補完されねばならな
い理由は、国家主権の国際法外在性にあると解釈できるのである。

第３節 結論
第１項 友好関係原則宣言の評価

最終的に西側諸国も受諾して成立した友好関係原則宣言の定式は、２０
世紀初頭以来の、米州における先例を受容したものである。西側諸国
は、強制概念の限定、国内管轄事項概念の導入による禁止される強制の
範囲の限定、「内乱」の定義の限定および、対抗干渉という内乱への軍
事力派遣の禁止の例外の承認などの点について、変更を試みたが失敗し
ていた。

ただし、本研究におけるこれまでの検討を前提にすれば、これは、必
ずしも西側の主張が国際法上否定されたことを意味しないと考えること
ができる。米州における法典化は、外交保護権実現のための武力強制お
よび、「自己保存」ないし「自衛」に基づく「干与」と称された内乱時
における在外自国民保護のための軍隊派遣を念頭に、それらを禁止する
ために定式化されたものであった。しかし、この禁止は米州の集団的な
紛争処理および安全保障手続の存在を前提条件に受諾されたものであっ
た。また、米州では、「強制」概念が武力に限られず経済的手段なども
含むと理解されていたが、その明確な定義は欠如していたのであり、こ
の問題も、米州の集団的な解釈適用手続の存在によって解決されていた。

したがって、英国代表が正確に認識していたように、このような集団
的手続が完備していない国連憲章や一般国際法の平面においては、たと
え米州の定式を受容したとしても、それによって外交保護権の行使のよ
うな国際法違反に対処するための他国に対する強制や、「自衛」ないし
「自己保存」のための内乱への軍隊派遣が、絶対的に禁止されるか否か
は未決定であるし、なによりも強制の定義をはじめとする諸概念は不確
定なままなのである。

こうして、強制および内乱への軍事力派遣がいずれも絶対的に禁止さ
れているかどうかは未決定であり、強制の禁止される範囲と、より伝統
的な干渉概念である内乱への軍隊派遣が禁止される範囲が一致するかど
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うかも確定していない以上、内乱への軍事力派遣の問題は、強制一般の
問題とは区別して議論する必要がある。

さらに、本研究における国家実行上の歴史的検討に照らせば、強制の
概念や内乱への軍隊派遣の適法性基準などの、規範内容が不確定を有す
る問題については、「確立した国際実行」、「相互信頼関係」のような別
の水準の基準によって規制されるということになるであろう（９１）。

91 １９７０年代後半から１９８０年代前半にかけて、国連総会で多数を占める第三
世界の諸国は、不干渉原則宣言や友好関係原則宣言の「いずれの文書にお
いても、今日必要とされる範囲まで、諸国の対内諸事項への介入の問題の
すべての側面がカバーされてはいない」として、新たな総会決議を求めた
A／３３／２１６, p.３５（ユーゴスラヴィア）. 何度かの決議を経て、最終的に決議３６
／１０３が採択された。A／RES３１／９１; A／RES／３２／１５３; A／RES／３３／７４; A／RES／
３４／１０１; A／RES／３５／１５９; A／RES／３６／１０３. これは、不干渉原則についてより
明確に規定することによって、詳細な規則を発達させる試みと解釈するこ
とができる。A／３２／１６４／Add.１, p. ２（イラク）; A／C.１／３２／PV.５５（スリラン
カ）; A／C.１／３２／PV.５６（ケニア）. しかし、結局、西側諸国の同意を得ること
ができず、決議３６／１０３は、賛成１２０、反対２２、棄権６で採択された。A／３６／
PV.９１. したがって、その内容も、一般国際法についての諸国一般の法的信
念の証拠と捉えることはできない。

西側の同意を得られなかった理由は、この決議が、禁止される行為の拡
大という方向で、規則化を図っていたことにある。すなわちこの決議は、
「いかなる国や国の集団も、いかなる形態でも、またいかなる理由によっ
ても、他の諸国の対内および対外事項に干渉または介入する権利（the right
to intervene or interfere）を有しない」との規定に明らかなように、干渉
＝強制だけでなく、干渉に至らない介入をも禁止している。これは、他国
の事象に対する影響力行使一般をも、国際法上禁止しようとする試みと言
うことができる。具体的には、決議３６／１０３においては、友好関係原則宣言
において禁止の範囲を限定していた「強制する（coerce）」という語が消え、
他国やその制度の安定性（stability）を阻害する行為や、既存の軍事ブロッ
クを強化する措置、干渉または介入を目的とする中傷キャンペーン、対外
経済援助計画の政治的圧力手段としての利用などが禁止され、さらには、
誤った報道や歪曲された報道の流布に対抗する義務まで課されている。
Christian Tomuschat,“Neuformulierung der Grundregeln des Völker-
rechts durch die Vereinten Nationen: Bewegung, Stillstand oder
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第２項 実効性と適用可能性の問題
本研究では、通説が主張する、強制と国内管轄事項を要件事実とする

干渉についての国際法規則を前提とするなら、現実の国際関係において
は、キューバ制裁に代表されるように、そのような規則は遵守されてお
らず、またそもそも適用が困難であるという学説上の見解を前提に、仮
にそのような事実が認められるとするなら、その理由はどこに求められ
るのか、干渉規制の歴史的展開を検討することを通じて探ってきた。

結論としては、第一に、学説が主張するような法規則はそもそも国家
実行上確立しているとは言えず、したがってその意味で、学説上の規則
が現実に遵守も適用もされないのは驚くに値しないと言うことが許され
るであろう。

第二に、通説の主張する国際法規則の問題とは別に、実定国際法上の
不干渉原則の適用が困難であることを認める場合、その内在的要因はふ
たつ考えられる。ひとつは、強制の適法性判断基準のように、国家間に
見解の対立がありそもそも規範自体が確立してないことである。そして
もうひとつは、干渉の問題は完全に「法化」されるべきではなく、規範
は一般条項に止め、国際法の外部にある事情に照らして個別的に判断さ
れるべきという見方に求められる。

Rückschritt? Zur Interventions-Declaration von １９８１ und zur Manila-Dec-
laration über Streitbeilegung,”Europa-Archiv, Folge ２３（１９８３）, pp. ７３３―
７３４. さらに、以上のように規律対象行為のみならず、適法性判断基準につ
いても、とくに人権との関係で、国際義務の履行を求めるための干渉や介
入を限定し、干渉の禁止の絶対化を目指している。すなわち決議は、「他の
諸国の対内諸事項への介入、他の諸国への圧力行使、または諸国家もしく
は諸国家集団の内部もしくはその関係における不信および不安定性の醸成
の手段として、人権問題を利用または歪曲しない義務」を規定している。

西側諸国は、これらの規定は、友好関係原則宣言の規定を恣意的に解釈
するものであり、不干渉原則自体の法的価値を疑わせる結果になるとして、
新決議に反対した。A／C.１／３１／PV.５８（トルコ）; A／３２／１６４, p. ７（オランダ）;
A／３４／１９２, p.１２（スウェーデン）; A／C.１／３４／PV.５５; A／３５／PV.９４, p.１６６３（米
国）; A／C.１／３４／PV.５５（アイルランド）.
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⑴ 通説の見解の実効性および適用可能性
現代の通説は、２０世紀初頭のオッペンハイムや戦間期のケルゼン、

フェアドロスなどの議論を通じて発達してきたものであった。彼らの議
論は、国家実行上確立した法規則の限定性を前提に、カーティーの区分
に従えば「法教義学」としての役割において、それらを体系へと構成す
ることによって、強制一般について規律する一元的な国際法規則を理論
的に導出していたと解釈することができる。

しかし、内乱への軍隊派遣という伝統的な干渉概念を強制概念に一元
化し、強制一般と同一の適法性判断基準に服させることは、米州での国
家実行のように、内乱への軍隊派遣と国家への強制一般のいずれも例外
なく絶対的に禁止されると捉える場合にのみ、理論的に説得力をもつに
過ぎない。しかし、友好関係原則宣言の起草過程にみられるように、第
二次世界大戦後の国家実行では、これら二つの行為がいずれも絶対的に
禁止されているか否かは議論の余地が残っている。

また、「国内管轄事項」の概念は、ケルゼンの学説が示すように国家
とその主権を国際法内部の制度として法化する立場に基づいており、友
好関係原則宣言の起草過程において西側によって提唱されたものに過ぎ
ず、東側や第三世界の諸国には受容されていなかった。この点に関して
は、国際司法裁判所も、不干渉原則の定式化において「国内管轄事項」
概念を用いていないことを想起することもできるだろう。裁判所は、
「この原則は、すべての国家や国家集団に、直接または間接に、他の諸
国の対内および対外事項に干渉することを禁止している。したがって、
禁止された干渉は、国家主権の原則（the principle of State sovereignty）
によってそれぞれの国家が自由に決定することを許された諸事項に影響
するものでなければならない。それらのひとつは、政治、経済、社会お
よび文化体制の選択であり、対外政策の形成である」と述べている（９２）。
引用部分の第一文は、友好関係原則宣言の規定をほぼ踏襲している。し

92 Case concerning Military and Paramilitary Activities in and against
Nicaragua（Nicaragua v. United States of America）, Merits, Judgment, I.
C .J. Reports１９８６, p.１０８, para.２０５.
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たがって、裁判所は、友好関係原則宣言が一般国際慣習法に基本的に一
致していると捉えていると言うことができるが、注目すべきは第二文で
あり、学説であれば「国内管轄事項」と表現するであろう部分が、「国
家主権の原則によってそれぞれの国家が自由に決定することを許された
諸事項」に置き換えられているのである。

こうして、学説で主張されているような強制と国内管轄事項を要素と
する法規則は、そもそも実定国際法としては確立していないのであり、
したがって、それが適用されずまた実効性を欠くことは、驚くにはあた
らないと考えることができるのである。

⑵ 実定国際法上の不干渉原則の適用可能性
それでは、学説上の規則ではなく、実定国際法上の不干渉原則自体の

実効性および適用可能性はどうであろうか。
本研究からは、まず、内乱への軍隊派遣を強制概念に包摂し、「対

内・対外事項」を適法性判断基準とする米州の定式は、友好関係原則宣
言にその大部分が受容されてはいるが、そもそも一般的に妥当しうるか
どうか疑わしいと言うことができる。米州の絶対不干渉義務は米州の集
団的な手続の存在をその妥当性の条件とするものであり、国際社会全体
についてはそのような集団的手続の存在は保証されていないのである。

以上のような規範自体の未確立の問題に加え、さらに、内乱への軍隊
派遣および国家に対する強制一般のいずれについても、不干渉原則は不
確定概念をその内に含む一般条項であり、それ自体のみでは適用でき
ず、事例の個別具体的な事情に即したいわゆる「具体法」による補完が
必要であると捉えることできた。１９世紀における英国の主張は、内乱へ
の軍隊派遣が「自己保存」ないし「自衛」原則によっていかなる場合に
正当化されるかは、個別の事情に照らして判断されるべきであり、あら
かじめ法規則化すべきではないというものであった。２０世紀米州におい
て、米国が干渉の定義の不存在を主張したのは、干渉と干渉に当たらな
い行為の区別において、「自己保存」ないし「自衛」概念に基づく個別
具体的な諸事情の考慮の余地を残し、「干与」の実践が干渉の禁止によ
り阻害されないことを狙ったからであったし、その他の米州諸国も、干
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渉の定義は不確定であり、とくに経済的手段などの非武力的圧力が強制
に当たるか否かは個別の事情に照らした具体的評価が必要なことを認め
ていた。同様に、友好関係原則宣言において、西側は、不干渉原則は不
確定であり、「確立された国際実行」による補完が必要であると主張し
ていた。

本研究の冒頭で挙げた、米国の対キューバ制裁の議論も、この観点か
ら解釈することができる。１９９２年以来の一連の国連決議では、「不干渉
と不介入」の原則について前文が言及しているが、米国やEUなどの西
側諸国の反対の結果、米国の措置がキューバに対するこの原則の違反に
当たるかどうかについては、まったく判断されていない。これらの諸国
がこの点についての総会決議に反対するのは、米国による経済制裁は、
米国とキューバの「二国間関係」の問題であり、総会は議論するべきで
ないという理由に基づいていた。最初に決議が採択された１９９２年の国連
総会において、キューバは、友好関係原則宣言の規定を「拘束的な国際
法」として適用し、米国の措置が経済的強制であり、キューバに対する
違法な干渉であると主張した（９３）。これに対して米国は、「キューバが真
に望んでいることは、米国のキューバに対する輸出入禁止という米国と
の二国間関係の一側面に国際共同体を巻き込むこと」であり、「総会は、
輸出入禁止という本質的に二国間の問題を扱うフォーラムではないし、
キューバの決議はこの問題を扱う乗物ではない」と反論した（９４）。ECを
代表して発言した英国もまた、「米国のキューバに対する貿易禁止は、
第一義的には米国政府とキューバ政府の二国間の問題である」（９５）と述べ、
ロシアも、「貿易・経済関係についての特定的な諸問題を解決するため
には、国際フォーラムよりも二国間交渉の文脈でそれらを考慮するのが
より適切である」（９６）とした。第三世界の国の中にさえ、例えばベネズエ
ラのように、「諸国の二国間関係やその諸状況から派生する通商上の含
意に干渉するのはベネズエラの立場ではない。どこか他のフォーラム

93 A／４７／４００, pp.５―６.
94 A／４７／PV.７０.
95 Ibid.
96 Ibid.
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で、二国間の文脈で交渉し相違を解決することが、当事者の責任である
ことは、まったく明白である」（９７）と述べる国が存在した（９８）。

これらの発言は、直接的には、キューバ制裁の問題を扱う場として
は、国連総会における討議は適切ではなく、米国とキューバの直接交渉
が望ましいという、適当な紛争処理手続を問題とするものである。しか
し、ここでキューバが「拘束的な国際法」の適用を求めており、適用の
手続として国連総会による討議を主張していることに照らすならば、
「拘束的な国際法」に対照されている「二国間関係」の観念は、単に紛
争処理の手続としての交渉を指すだけでなく、友好関係原則についての
議論で主張された、「確立された国際実行」や「相互信頼関係」と同様
の実体的な基準をも含むと考える余地がある。西側や一部の第三世界諸
国は、キューバ制裁の問題の法的判断には、「拘束的な国際法」だけで
なく、米国とキューバの「二国間関係」の顧慮も必要であるので、その
ような顧慮を行う適切な手続は、国連総会ではなく当該二国間の交渉で
あると主張していると解釈できるのである。

ホワイト（Nigel D. White）は、キューバ制裁に関する最近の著書にお
いて、主権や自決、不干渉などの問題について、国際法はしばしば明快
な回答を与えないという不確定性を有するのであり、「諸法原則は諸討
議を枠づけるが、潜在的に新しい政治的文脈におけるそれらの意味や適
用についての共通の合意なしには、紛争を決定づけることはできない」
と指摘する（９９）。彼の議論もまた、不干渉原則はその内容に不確定性を有
し、紛争に対するその適用には「政治的文脈」の考慮が必要となるので、

97 Ibid.
98 この他に、米国の対キューバ制裁自体は二国間問題であり、総会決議が

触れるべきではないとの認識を示唆するものとして、たとえばA／６０／２１３, p.
３６（日本）; A／４８／PV.４８, p. １０（カナダ）; A／４８／PV.４８, p. １３（ニュージーラ
ンド）; A／４８／PV.４８, p.１３（パキスタン）; A／４９／PV.４５, p.１５（アルゼンチン）;
A／４９／PV.４５, p. ９（マレーシア）; A／５０／PV.４８, p. １９（シンガポール）; A／５１／
３５５, p.７（バハマ）.

99 Nigel D. White, The Cuban Embargo under International Law: El Blo-
queo, London: Routledge,２０１４, p.１７１.
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紛争解決には、その点についての紛争当事国間の交渉に基づく合意とい
う「政治的解決」（１００）が不可欠であるという見解と捉えることができ、
キューバ制裁についてのここでの解釈に合致すると言えよう。

オッペンハイムは、最終的に干渉は国家利益により規定される「政策
問題」であると性格づけ、フェアドロスは、実定国際法に先行する「基
本的権利義務」関係すなわち「主観法」の次元を承認していた。これら
の見解は、学説においても、国際法規則の限定性とその先にある次元に
ついて、一定の認識が存在したことを示唆するものと言えよう。「政策
問題」や「主観法」の概念は、このような国際法規則の外にある領域を
理論化する試みとして評価することができる。

そして、このような国際法規則による規制の限定性と、その結果とし
ての「確立された国際実行」や「相互信頼関係」、「二国間関係」への規
律の送致は、単に国家実行上たまたま法規則が確定性を欠いていること
の帰結ではなく、干渉の国際法規則による「法化」には限界があり、不
干渉原則は必然的に不確定であることを意味すると捉えることができ
た。具体的には、とりわけ１９世紀ヨーロッパにおける不干渉原則をめぐ
る実行や友好関係原則宣言の起草過程からは、国家およびその主権は、
最終的には国際法上の制度ではなく、国際法に先行し国際法の外部にあ
る事実であるがゆえに、国家主権を前提とする不干渉原則は一般条項と
して定式化されざるを得ず、その適用においては国際法の外部にある諸
事情を参照しなければならないという見方を窺うことができたので
ある。

このように、不干渉原則が不確定性を有する一般条項であり、その適
用のためには、個別事例の一回的諸事情の顧慮といういわゆる「具体法」
による補完が要求される場合、最後に問題となるのは、この具体法を判
断するのは誰かという点である。国内法においては、「具体法」は裁判
所の判断の蓄積を指す。国際法において国内裁判所に類比されるのは誰
なのであろうか。この点について、１９世紀の英国は、個別事例の諸事情
の顧慮による自己保存の必要性の判断は、干渉を実行する国が自己の責

()１００ Ibid. , p.１８６.
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任でなすべきであり、当時の集団的手続である会議手続の管轄には属さ
ないと捉えていた。これは、具体法の内容をなす個別事情が、独立や自
己保存といった国家の死活的利益に関わる以上、その判断も各国に委ね
られるとの見方を前提とすると解釈することができる。しかし２０世紀以
降においては逆に、個々の国家にこの判断を委ねることは恣意的な適用
を帰結させるがゆえに望ましくなく、第三者または集団的手続の管轄下
に置かれるべきとの見解が示されるようになっていた。さらに上でみた
ように、キューバ制裁に関する冷戦後の国連での議論では、二国間の交
渉と合意を通じた判断が適切な手続であるとの見解も示されている。

干渉に関する「具体法」が国際法の外部に存在する国家およびその主
権や独立の具体的顧慮をその内容とすると捉える場合、だからこそ第三
者による評価にはなじまず個々の国家の一方的判断または当事国間の交
渉・合意に委ねられるべきと考えるか、それとも、具体法の内容が国家
やその主権・独立の顧慮であったとしても、第三者の判断を排除するも
のではないとみなすのか、さらには、後者の立場をとる場合、その第三
者として司法裁判所が適当なのか、国連安保理のような政治的機関がふ
さわしいのか、これらの検討は今後の課題としたい（１０１）。

()１０１ キューバ制裁に関する上記国連総会の議論は、二国間関係の性質の判断
は、国連総会のような集団的手続ではなく関係国間の交渉に委ねられるべ
きとの見解を示唆する。他方、ニカラグア事件判決においてICJは、米国に
よるニカラグアへの経済援助停止や、輸出入禁止措置が不干渉原則に違反
するというニカラグアの主張について、「ここで申し立てられているような
経済的平面における行動を、慣習法上の不干渉原則の違反と捉えることは
できない（unable）と言わざるをえないだけである」と判断している。Case
concerning Military and Paramilitary Activities in and against Nicaragua

（Nicaragua v. United States of America）, Merits, Judgment, I.C.J. Reports
１９８６, p. １２６, para. ２４５. 裁判所はここで、不干渉原則に照らして米国の行為
を判断するという手順をまったく踏まずに結論だけを示している。「できな
い」という言明は、干渉概念の不確定性を補完する諸事情を評価する能力
が裁判所には欠けているとの趣旨と解釈することも不可能でないように思
われる。

国際法における不干渉原則論の構図（６・完）
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第３項 内乱への関与における既存政府の同意の位置づけ
最も伝統的な干渉概念である内乱への関与に関しても同様の図式を見

て取ることができた。
まず、国家実行上、軍事力の派遣に至らない、中立法に違反するよう

な諸行為が、干渉概念に包摂されるか否かについては、明確な国際法規
則は確立してこなかった点を指摘できる。叛徒を支援するための非中立
的行為については、米州での間接的干渉の法典化および友好関係原則宣
言によるその受容により、現在では干渉概念に包摂され禁止されている
と考えることができる。しかし、既存政府を支援するための非中立的行
為については、ドヴェルニキ事件に示されていたように１９世紀において
は不明確であり、米州での法典化も禁止の範囲から除外していた。友好
関係原則宣言でもこの点は規定されていない。

他方で、内乱への軍隊の派遣については、原則としてそのような行動
が干渉として禁止されることは、１９世紀ヨーロッパで英国の立場が一般
化して以来、２０世紀米州、友好関係原則宣言まで、一貫して諸国に承認
されてきたと結論づけることができる。

その上で、序章で概観したように、現代の学説においては、既存政府
による同意によって軍隊の派遣が法的に正当化される場合があるか否か
に議論が集中している。つまり、一般的に、または特定の目的や状況に
おいて、既存政府の同意・要請に基づく内乱への関与を許容する規則が
国際法上存在するか否かが争われているわけである。

しかし、本研究での検討からは、従来の国家実行においては、既存政
府の同意の有無には、決定的な意義は与えられてこなかったように思わ
れる。１９世紀においては、アーヘン議定書の規則に基づき、既存政府の
同意が一時強調されたが、ベルギー事件以降は重要視されなかった。
１８４９年のハンガリー事件にみられるように、同意の有無は、干渉の決定
的根拠ではなくひとつの考慮要因に過ぎなかった。言い換えれば、同意
の有無は、国際法規則上の基準ではなく、英国が主張した、法規則化で
きない「自己保存」ないし「自衛」の必要性の判断に際して、当事国間
の地理的関係や人的関係、条約関係などとともに、考慮される要素で
あったように思われる。２０世紀の米州の国家実行では、ニカラグアに対
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する米国の「干与」の実践において、既存政府の同意が言及されていた。
しかし在外自国民保護のための「干与」は、既存政府の同意の存在を要
件とするとは考えられていなかった。ここでも、既存政府の同意は、法
規則ではなく、私契約上の関係を含む二国間の具体的な関係とともに、
「干与」の根拠としての「自己保存」ないし「自衛」の必要性の有無の
判断の一要素として考慮されるに過ぎなかったと解釈することができ
る。これに対して、友好関係原則宣言の起草過程における英国の主張
は、既存政府の同意・要請をより重視するものであった。これは、武力
行使禁止原則の確立の結果、当該原則との抵触を回避する必要によるも
のと解釈することができた。しかしこの場合も、干渉の正当化には、当
事国間の友好と歴史の諸紐帯が創設した「相互信頼関係」が必要とされ
ており、同意だけで十分であるとは捉えられていなかった。

このように、強制一般と同様、内乱への軍隊派遣の許容性の根拠は、
国際法による完全な規則化は回避されてきたと考えることができ、その
評価は、当事国間の具体的な関係に委ねられていると解釈することが可
能であった。既存政府の同意は、国際法規則の次元ではなく、学説であ
れば「主観法」と呼びうる次元において、干渉の評価における重要では
あるが唯一ではない考慮要因として機能するものであるように思われる
のである。かつての「自己保存」や「干与」と同じく、内乱への軍隊派
遣においては、既存政府の同意はせいぜい必要条件であって十分条件で
はなく、派遣を正当化するためには、二国間のその他の具体的諸関係が
さらに要求されると考える余地があるのである。

国際法における不干渉原則論の構図（６・完）
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